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○議長（小林哲雄） 

 日程第８ 議案第８号 開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制

定することについてを議題といたします。提案理由を町長に求めます。 

 町長。 

○町長（府川裕一） 

 提案理由、人事院勧告及び神奈川県人事委員会の給与等に関する勧告に鑑み、職員の

給料月額、期末手当及び勤勉手当の額の改定を行う必要があることから、関係条例の一

部改正を提案いたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（小林哲雄） 

 細部説明を担当課長に求めます。 

 総務課長。 

○総務課長（小宮好徳） 

 それでは、朗読させていただきます。 

 議案第８号 開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制定すること

について。 

 開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制定する。よって、地方自

治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求める。 

 平成２７年３月３日提出、開成町長、府川裕一。 

 それでは、議案第８号の開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制

定することについて、ご説明申し上げます。 

 今回の条例改正でございますけれども、昨年、２６年の勧告の中で、昨年度に関しま

しては、給料表の平均０．３％引き上げ、期末勤勉手当を０．１５月分の引き上げ、通

勤手当の引き上げ等が勧告されました。昨年、議会の１１月会議において条例改正させ

ていただいたところでございます。 

 この勧告の中で、平成２７年度からの勧告も同時に出されておりまして、給料表や諸

手当のあり方等を含めた給与制度の総合的な見直しが勧告されてございます。その内容

について、ご説明させていただきます。 

 第一に、民間賃金の低い地域における官民給与の実情により、適切に反映するための

見直し。 

 第２に、官民の給与差を踏まえた５０歳代後半層の水準の見直し。 

 第３に、円滑な人事運用の要請等を踏まえた諸手当の見直しとされてございます。 

 具体的には、民間賃金の低い地域における官民給与差を踏まえ、給料表を平均２％引

き下げることとしてございます。その上で給料表の規定に伴いまして、地域手当で支給

割合を段階的に引き上げ、３年間で見直すこととされてございます。 

 また、諸手当の見直しとしましては、災害への対処等のため、平日の深夜、午前零時

から午前５時までの間に勤務した場合に、勤務１回につき、６，０００円を超えない範

囲内で支給されるとなってございます。 

 今回上程させていただきました、開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する
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条例の制定につきましては、この人事院勧告等に鑑みまして、当町においても、国に準

じて給料の引き下げなどの改定を行うものとしたものでございます。 

 条例改正の内容でございますけれども、先ほども申しましたように、給料表の改定、

平均で２％の引き下げ、地域手当におきましては、当町では、現在３％としているとこ

ろでございますけれども、今回の勧告で、小田原市におきましては、地域手当が３％か

ら１０％となりました。３年間で段階的に引き上げを行うこととなってございます。小

田原市においては、平成２７年度において、３％から５％へ引き上げる予定でございま

す。当町においても、地域手当につきましては、小田原市と同じ生活圏内の地域にある

ことから、小田原市と同様な措置をとってまいりました。今回も、当町は小田原市と同

様に５％へ引き上げる予定で条例案を上程させていただきました。 

 諸手当の見直しとしましては、管理職員特別勤務手当の新設、また管理職手当につい

ては、職務に応じた適正な給与配分、いわゆる職務給の原則、及び近隣市町との比較、

いわゆる均衡の原則に基づきまして、当町は近隣市町より手当額が低く設定されてござ

います。条例上、上限１５％を２５％に引き上げさせていただくものでございます。な

お、近隣市町では、２５％を上限で設定されているのが現状でございます。 

 それでは、１ページをご覧いただきたいと思います。 

 開成町条例第 号 開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例。 

 開成町職員の給与に関する条例の一部改正。 

 第１条 開成町職員の給与に関する条例（昭和３９年開成町条例第６号）の一部を次

のように改正する。次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定

に下線で示すように改正する。 

 まず、第１５条になります。管理職手当でございます。上限を「１００分の１５」を

「１００分の２５」に改正するものでございます。 

 次に、第１５条の２になります。管理職員特別勤務手当でございます。第１項では、

週休日までは休日を「週休日等」と規定してございます。第２項で、週休日等以外の日

の午前零時から午前５時までの間に災害への対処等により勤務した場合に限りまして手

当を支給する規定でございます。 

 第３項第２号では、勤務１回につき６，０００円を超えない範囲内としてございます。 

 第４項では、前２項から前３項に規定を改正し、支給に関しては規則で定めるとして

ございます。 

 第１６条でございます。期末手当に関する規定でございます。第１項と第４項で、附

則第１４項第４号を削除してございます。この規定でございますけれども、平成２２年

に定めた規定でございます。５５歳を超える職員に対しましては、当分の間、１．５％

減額措置がとられてございます。今回の人事院勧告の中で廃止されていることから、今

回、削除するものでございます。 

 第１７条の勤勉手当についても同様な措置をとってございます。第１７条第２項第１

号では、昨年の１２月に０．１５月分引き上げをさせていただいてございます。「１０

０分の８２．５」としたものを、６月と１２月の勤勉手当に均等に配分するため、「１
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００分の７５」に改正する規定でございます。 

 第２号では、再任用職員の昨年の１２月に０．１５引き上げ、「１００分の３７．５」

としたものを６月と１２月の勤勉手当に均等に配分するため、「１００分の３５」に改

正する規程でございます。 

 ４ページでございます。附則第１２項で、地域手当につきまして、改正前、「１００

分の３」を「１００分の５」に改正するものでございます。 

 第１４項から７ページの第１７項まででございますけれども、こちらの規定でござい

ます。平成２２年から５５歳を超える職員の給料月額、各種手当、期末手当、勤勉手当

を１．５％減額している規定を削除するものでございます。 

 続きまして、８ページから１２ページまでは、平均で２％減額した給料表となってご

ざいます。 

 １３ページをご覧いただきたいと思います。こちらは特別職の職員で、常勤のものの

給与及び旅費に関する条例の一部改正でございます。 

 第２条、開成町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和４０年

開成町条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

 第３条第２項になります。改正前、６月支給が「１００分の１４５」、１２月支給が

「１００分１６５」となってございます。改正後は、６月支給が「１００分の１５２．

５」、１２月支給は「１００分の１５７．５」に改正するものでございます。こちらも

均等に配分するための改正規定でございます。 

 続きまして、１４ページをご覧いただきたいと思います。こちらは開成町一般職の任

期付職員の採用等に関する条例の一部改正でございます。 

 第３条、開成町一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年開成町条例第

１２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

 任期付職員の給料月額を職員と同様に、平均２％引き下げるものでございます。改正

前１号給が３７万７，０００円を３７万、２号給が４２万６，０００円を４１万８，０

００円、３号給が４７万９，０００円を４７万、４号給は、５４万２，０００円が５３

万１，０００円にそれぞれ改正するものでございます。 

 続きまして、開成町職員の給与に関する条例の一部改正第４条になります。開成町職

員の給与に関する条例（平成１８年開成町条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

 こちら附則第４項から附則の第６項までの規定でございますけれども、こちらは平成

１８年の人事院勧告に基づきまして、給与構造改革が行われまして、記された給与に対

しまして、現給保障が行われてございます。その現給保障者の取り扱いについての経過
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措置が記載されていますが、今回の勧告で、給料が平均２％減額されるため、平成１８

年から実施された現給保障規定を削除するものでございます。 

 附則でございます。第１項は、条例の施行日を平成２７年４月１日としてございます。 

 第２項につきましては、給料表を平均２％引き下げるのを伴う規定でございます。 

 第３項は、給料の引き下げに伴い、平成３０年３月３１日までの間、こちら３年間に

なりますけれども、現給保障する規程でございます。 

 第４項は、給料の引き下げに伴いまして、現給保障者の管理職手当支給に関する規定

でございます。 

 第５項は、委任規定でございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（小林哲雄） 

 説明が終わりましたので、質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

 １番、菊川敬人議員。 

○１番（菊川敬人） 

 １番、菊川です。まず、第１５条のところで、「１００分の１５」を「１００分の２

５」に引き上げるということの、条例の中で管理又は監督の地位にあるということにな

っています。 

 それとあわせまして、１５条の２のところでも管理職手当というのがあるんですが、

ここの管理、または監督者と分けてあるところがちょっと理解できない。わからないと

いうことで、「１００分の２５」が果たして妥当かなというのが疑問な部分でありまし

て、一般的によく言われるのは、管理監督者という言い方をされるんですが、これは分

けてあります。管理者、あるいは監督者、管理職というのをどういう定義をされている

のかが、まずちょっと私理解不足ですから、まず、ここのところのご説明をお願いした

いと思います。 

○議長（小林哲雄） 

 総務課長。 

○総務課長（小宮好徳） 

 それでは、ご質問にお答えさせていただきたいと思います。管理又は監督の地位にあ

るものということで、こちらはうちでいいますと、部長、課長、管理職ということで、

職員を管理するというのもおかしいんですけれども、職員を管理とか監督、課のトップ

といってはおかしいんですけれど、あと部のトップという意味合いでございますけれど

も、基本的には、うちでいう、部長、課長のことを指してございます。 

○議長（小林哲雄） 

 菊川議員。 

○１番（菊川敬人） 

 私も労基法なんか、企業にいたときにいろいろ見たり、実際携わったりしたことがあ

るのですが、管理監督者という、労基法上では、管理監督者というのは、経営者と一体

的な地位にある管理監督者です。こういう方は、労基法上では時間外とか、休出とかと
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いうところは該当しない。出ても該当しない。やっても、手当には該当しないよという

ことになっているんですが、一般的な企業では、そういう形になっています。管理職も

特にそうですが。そこら辺のところを町として、一般企業との比較の仕方というのは、

どういうふうな見方で見ておられるか、お教え願いたいと思います。 

○議長（小林哲雄） 

 行政推進部長。 

○行政推進部長（石井 護） 

 今、労基法の関係ということですけれども、実際、私も、これが今、菊川議員が言わ

れた条項が、労基法のどの部分にというのは、ちょっと認識していないんですけれども、

基本的にご存じのとおり労基法の大部分というのは、公務員の適用除外の部分がありま

すので、そこに当たっているかどうかというのは別としまして、そういったところから

すると、人事院の勧告で言っている部分については、管理職特別勤務手当というのは、

経営者ということではなくて、先ほど課長が申し上げた、部長、課長の管理職といった

ものについて明確に示したものでございますので、言い方としては、労働基準法との関

連もあろうかと思いますけれども、別に解釈していただければと思います。 

○議長（小林哲雄） 

 ２番、高橋久志議員。 

○２番（高橋久志） 

 ２番、高橋です。地域手当について質問させていただきます。人事院勧告の総合的な

見直しが出されています。地域の民間給与水準を踏まえて、俸給等は水準を平均で２％

引き下げる。これを補填するために、地域手当が生み出されたと私は理解しているとこ

ろです。 

 そこで私の質問ですが、地域手当については、１級地から７級地までそれぞれ出され

ていると理解をしているところです。 

 例えば、２級地については、横浜市で１５％、１６％ですね。６級地については、三

浦市、葉山町、二宮町で６％ということで、開成町については５万人以上という関係が

ございまして、これに該当しないという形になります。 

 さて、そこで町の当町の対応として、地域手当については、小田原市と同様に２％引

き上げる。３％から５％、それは的を射た提案だと私は理解をしているところです。 

 そこで小田原市については、先ほど言ったように、ご当地１０％になっておりまして、

これを３年間で計画的に実施をすると。先ほど説明でもございましたけれども、そうし

ますと、開成町は、何級地という等級に入っていないけれども、今後については、小田

原市並みに１０％に持っていくというふうに私たちは理解していいのかどうかですね。

それは例えば、二宮の６級地でいえば６％と、こういう形の指針が出されているわけで

すけれども、どういう形になってくるのかどうか。町では、小田原市と同等の関係を維

持していくと再三言われている経過もございまして、この地域手当、等級との絡み、３

年間で是正する関係を含めて、説明をお願いいたします。 

○議長（小林哲雄） 
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 行政推進部長。 

○行政推進部長（石井 護） 

 今のご質問ですけれども、まず、前段でおっしゃられた部分、これは議員のおっしゃ

られるとおりであって、全体で給与を２％下げる。そのかわりというか、その原資を地

域手当に持っていって、地域手当の勧告が大幅に変わった。最高は、東京都２３区は２

０％という形も出てございます。その後、今、議員のおっしゃったとおりでございます

けれども、ただ、その中身としては、まさに全体のパイとすれば変わらないような形に

なるんですけれども、引き下げの幅が平均２％ですけれども、今回の勧告の中では若手

の部分、例えば、１級、２級に属する部分というのは下がっていないんです。だから、

その給料表によって違う。ちょっと言葉はあれですけれども、熟年の職員にいくほど下

がってきているような給料表になってきているということでございます。 

 それで、その原資をもとにして地域手当ということでございますけれども、３年間と

いうのは、うちの町ですと職員自体が少ないですから、それほど影響はないんですけれ

ども、やはり小田原市とか、大きい市になると、いきなり３％、５％という形に上がる

と、相当な人件費の物すごい影響があるので、そういうことが加味されたのだろうとい

うことで、３年間で１０％に持っていくよということの仕組みになっております。 

 今後どうするのかというのは、私の口からはあれなので、町長の答弁になろうかと思

いますけれども。 

○議長（小林哲雄） 

 町長。 

○町長（府川裕一） 

 地域手当については小田原に準じると。小田原が下がれば下げてきたし、今回、小田

原が上がるというので上げると。そういう方向でこれからも考えていきますので、基本

的に小田原に準ずる地域手当を開成町職員には出すということでお願いします。 

○議長（小林哲雄） 

 高橋議員。 

○２番（高橋久志） 

 そうしましたら、小田原市は、３年間、段階的に１０％にすると。今日の提案は、３％

から５％と私は理解をしますけれども、これは状況を見て判断をすると受けとめていい

のかどうか。その辺のところを聞かせていただきたい。 

○議長（小林哲雄） 

 総務課長。 

○総務課長（小宮好徳） 

 それでは、ご質問にお答えさせていただきたいと思います。高橋議員のおっしゃると

おり、小田原市に関しましては、こちらの人勧で１０％というのが出てございます。そ

の市によりまして、必ずするかどうかというと、また何とも言えない。この先、社会情

勢の変化とか、経済状況とか、いろいろあると思います。今回に関しましては、小田原

市さんは５に上げると。３年後、１０に、人勧では出ていますけれども、その先までは
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まだ決まっていないのが現状だと思いますので、今回に関しましては、小田原市さんが

５で、うちも５にするというところで、先に関しましては、今後の情勢次第だと、そう

いうことで認識をしております。 

○議長（小林哲雄） 

 ほかに質疑あります。 

 ８番、山田議員。 

○８番（山田貴弘） 

 ８番、山田貴弘です。今の地域手当の１０という数字で、そもそもで聞きたいのです

が、小田原を基準とした１０％というのは、説明の中でわかっているんですが、今回、

条例の改正の中で、地域手当、８条の２の２項か、２項では、「１００分の１０」とい

う数字が出た中で、地域手当額の特例というところで、特例の１２ですね。附則の部分

の１２で、「１００分の１０」とあるものは、「１００分の５」とするあらわし方をし

ているのですが、単純に考えれば、ここの８条２項の部分で、「１００分の５」にすれ

ばいいのではないのかなと思うのですが、あくまで「１００分の１０」を残しておいて、

附則でつける意味というのが、小田原ありきなのか、条例で１０というのを、そもそも

論の中で位置付けた中でやっているのか。そこら辺確認をしたいと思います。 

○議長（小林哲雄） 

 行政推進部長。 

○行政推進部長（石井 護） 

 おっしゃられることはよくわかって、そのとおりかなとは思うんですが、ただ、情勢

がありまして、ご存じのとおり、そもそも「１００分の１０」、１０％というのは、地

域手当という前には、調整手当という形の中であらわしていたんですけれども、これが

基本的に地域手当という形に変わりまして、本町においても、段階的に下げていくよと

いう経過があったわけです。ですから、「１００分の１０」というのは、本則の残しと

附則で、その情勢によって下げていくという形をとっていたんです。 

 今度、逆に、先ほどから議論がございますけれども、基本的に小田原市と合わせるん

だよということであれば、「１００分の１０」ですから、本則の部分では「１００分の

１０」で、ただ、３年間で上げていくよということですから、そこは附則で受けて、順

次、情勢を見て、「１００分の５」なり、「１００分の７」という形になろうかと。で

すから、ここで、本則でいうよりは附則で、今のスタイルでいくというのが順当かなと

考えています。 

○議長（小林哲雄） 

 副町長。 

○副町長（小澤 均） 

 先ほど地域手当の関係について、町長からは、気持ちの中では、小田原並みというこ

とで扱っていきたいという答弁をしましたけれども、あくまでも断言的には捉えていた

だきたくないと思います。それぞれの自治体の中で、特別な事情ですとか、例えば、税

収ががたっと落ちてしまうだとかという状況が発生する可能性もあるわけですから、そ
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れはあくまでも小田原市並みを参考にしていきたいという気持ちの部分であるというこ

とでご理解いただきたいと思います。 

○議長（小林哲雄） 

 ８番、山田議員。 

○８番（山田貴弘） 

 ８番、山田貴弘です。了解しましたというところで、次の質問になります。 

 １４ページの３条の任期付職員についての給料月額については、削減という方向の中

で、１号給から４号給まで示されておりますが、これは現状では、職員人数、どのよう

な人数になっているのか、報告をお願いします。 

○議長（小林哲雄） 

 総務課長。 

○総務課長（小宮好徳） 

 それでは、お答えさせていただきます。現在、一般職の任期付職員はございません。

ゼロでございます。こちら専門職ということで、一般職の任期付職員ということで、任

期５年とか限って、専門員の人を雇う場合にある条例でございまして、普通の職員に関

しましては、こちらではなくということで現在はいませんということです。 

○議長（小林哲雄） 

 ほかに質疑ございますか。よろしいですか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（小林哲雄） 

 それでは、続いて討論を行います。討論ございますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（小林哲雄） 

 討論がないようですので、採決を行います。 

 議案第８号 開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制定すること

について、原案に賛成の方の起立を求めます。 

 （起 立 全 員） 

○議長（小林哲雄） 

 お座りください。起立全員によって、可決いたしました。 

 暫時休憩といたします。再開を１５時１０分といたします。 

午後２時５２分 


